
【個別対応方式】

（別紙概要：個別対応方式）

１　医療機関名

２　開設者氏名

３　施設所在地

４  補助事業名

      京都府医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業補助金

５　補助金確定額

円

６　仕入控除税額の概要

（１）対象経費（または補助金）の使途の内訳

課税売上対応
分（Ａ）

非課税売上対
応分（Ｂ）

共通対応分
（Ｃ）

350,000 10,000 360,000

240,000 240,000

430,000 430,000

0 0 350,000 250,000 430,000 1,030,000

（２）課税売上割合

（課税資産の譲渡等の対価の額）（Ｅ）

（資産の譲渡等の対価の額）（Ｆ） 0.138460054

（３）支出のうち課税仕入れの占める割合

・個別対応方式の場合

　課税売上対応分（Ａ／Ｄ）＝ ・・・・・・（Ｈ）

　共通対応分（Ｃ／Ｄ）＝ ・・・・・・（Ｉ）

（４）仕入控除税額（個別対応方式）

0 ・・・・・・（Ｊ）

4,277 ・・・・・・（Ｋ）

合計（Ｊ＋Ｋ）＝ 4,277 ・・・・・・（返還額）

◯◯費

・・・・・・（Ｇ）
（計算に使用する課税売上割合）

国庫補助金確定額×Ｈ×１０／１１０＝

国庫補助金確定額×Ｉ×１０／１１０×Ｇ＝

0.00000000

0.33980583

経
費
の
内
訳

1,435,000,000

10,364,000,000

　合計

◯◯費

医療法人◯◯

◯◯診療所

非課税仕入
合計

（Ｄ）

◯◯費

課税仕入

京都市上京区◯◯・・・

1,000,000

前年度又は
次年度の
仕入分

消費税率が10%と8%の事業が混在している等消費税率が10%でない場合は

問い合わせ先に個別にお問い合わせをお願いします。

600,000円

記載例 （X年度）

課税売上高５億円以下かつ
課税売上額割合が95%以上の場合は
1.000000000となります。

　実績報告書の支出済額と一致させてください

確定申告書から転記してください

確定申告書から転記してください



【個別対応方式】

（別紙概要：個別対応方式）

１　医療機関名

２　開設者氏名

３　施設所在地

４  補助事業名

      京都府医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業補助金

５　補助金確定額

円

６　仕入控除税額の概要

（１）対象経費（または補助金）の使途の内訳

課税売上対応
分（Ａ）

非課税売上対
応分（Ｂ）

共通対応分
（Ｃ）

285,000 285,000

145,000 145,000

600,000 600,000

0 0 285,000 145,000 600,000 1,030,000

（２）課税売上割合

（課税資産の譲渡等の対価の額）（Ｅ）

（資産の譲渡等の対価の額）（Ｆ） 0.130327310

（３）支出のうち課税仕入れの占める割合

・個別対応方式の場合

　課税売上対応分（Ａ／Ｄ）＝ ・・・・・・（Ｈ）

　共通対応分（Ｃ／Ｄ）＝ ・・・・・・（Ｉ）

（４）仕入控除税額（個別対応方式）

0 ・・・・・・（Ｊ）

3,278 ・・・・・・（Ｋ）

合計（Ｊ＋Ｋ）＝ 3,278 ・・・・・・（返還額）

◯◯診療所

医療法人◯◯

京都市上京区◯◯・・・

1,000,000

課税仕入
非課税仕入

前年度又は
次年度の
仕入分

合計
（Ｄ）

経
費
の
内
訳

◯◯費

◯◯費

◯◯費

　合計

国庫補助金確定額×Ｈ×１０／１１０＝

国庫補助金確定額×Ｉ×１０／１１０×Ｇ＝

1,529,000,000

11,732,000,000
・・・・・・（Ｇ）
（計算に使用する課税売上割合）

0.00000000

0.27669903

消費税率が10%と8%の事業が混在している等消費税率が10%でない場合は

問い合わせ先に個別にお問い合わせをお願いします。

430,000円

記載例 （X＋１年度）

　実績報告書の支出済額と一致させてください

課税売上高５億円以下かつ
課税売上額割合が95%以上の場合は
1.000000000となります。Ｑ

確定申告書から転記してください

確定申告書から転記してください


